
首都直下地震の被害想定等について

令和７年４月24日

内閣府（防災担当）
参事官（災害緊急事態対処担当）



首都直下地震の被害想定 （平成25年12月）

防災対策の対象地震
（南関東地域Ｍ７クラス※： 今後30年間に約70％）

※ 平成16年 地震調査研究推進本部

震度分布（都心南部直下地震）

【都心南部直下地震】 Ｍ７．３

○死者数 最大 約２．３万人（冬・夕方）

○建物全壊・焼失棟数 最大 約61万棟（冬・夕方）

○要救助者 最大 約７.２万人（冬・深夜）

○被害額 約95.3兆円

うち約７割が火災、
 約３割が揺れによるもの

うち約７割が火災、
 約３割が揺れによるもの

資産等の被害 約47.4兆円
経済活動への影響 約47.9兆円

注） それぞれの数値については、被害が最大と見込まれるケースにおける値
であり、同一のケースではない。
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○ 首都直下地震緊急対策区域の指定があった場合、政府は首都直下地震緊急対策推進基本計画
を作成するとともに、地方公共団体は、首都直下地震防災に係る各種計画を作成

閣議決定(H26.3)、変更(H27.3)

首都直下地震緊急対策
推進基本計画

＜作成主体＞
緊急対策区域内の地
方公共団体

特定緊急対策事業
推進計画

特定緊急対策事業推進計画の認定に関
する基本的な事項

＜作成主体＞
基盤整備等地区内の地
方公共団体

首都中枢機能維持
基盤整備等計画

首都中枢機能維持基盤整備等地区の
指定及び基盤整備等計画の認定に関する
基本的な事項

千代田区、中央区、
港区、新宿区

首都直下地震対策特別措置法に基づく地震防災対策の体系

地
方
公
共
団
体

＜ハード整備等の事業に関するもの＞

＜作成主体＞
緊急対策区域内の都県知事地方緊急対策実施計画

・区域・目標・計画期間・必要な対策を記載
＜必要な対策＞
・集客施設の安全確保
・被災者の救助の実施
・滞在者等に対する支援
・住民等の協働の推進 等

関係事業者の同意や、区域内の
市町村の長の意見聴取が必要

閣議決定(H26.3)

行政中枢機能の維持に係る
緊急対策実施計画

（政府業務継続計画）

首
都
直
下
地
震
緊
急
対
策
区
域
の
指
定

１都９県
３０９市区町村

首
都
中
枢

機
能
維
持

基
盤
整
備

等
地
区
の

指
定

内閣総理大臣指定
(H26.3)

中央省庁は政府業務継続計画に
基づき省庁業務継続計画を策定

中央防災会議幹事会決定(H28.3)

具体的な応急対策活動に
関する計画

国
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減災目標を定めた首都直下地震緊急対策推進基本計画の策定（平成27年3月）から10年が経過することから、
同基本計画及び政府業務継続計画の見直しに向けて、本格的な検討を開始する。

被害想定（H25.12）

直下地震（Ｍ７クラス）により、強い揺れが
発生し、建物等が倒壊・焼失

死者数：最大2.3万人
（地震：約３割、火災：約７割）

全壊・焼失家屋：最大61万棟
（地震：約３割、火災：約７割）

首都直下地震緊急対策推進基本計画（H27.3）

減災目標 死者数：概ね半減 全壊･焼失棟数：概ね半減
●地震対策 ・住宅等の耐震化率 【具体目標：79％（H20）⇒ 95％（H32）】

・防災拠点となる
公共施設等の耐震化率 【具体目標：92.1％（H25）⇒ 100％】 等

●火災対策 ・危険密集市街地の解消 【具体目標：約2,500ha（H23）⇒ 解消（H32）】
・緊急消防援助隊の部隊数【具体目標：4,600隊（H26）⇒ 6,000隊（H30）】 等

総理官邸等が立地する地区は、一定の強靱
性を有するものの、不確実性の高い項目につ
いて、より過酷な被害様相を想定

停電、電話不通、断水：１週間
ＪＲ等の運行停止：１ヶ月
主要道路の啓開：１週間

政府業務継続計画（H26.3）

目 標 １週間、外部から庁舎に補給なしで、交代で非常時優先業務を実施
できる体制の整備を目指す

●執行体制

●執務環境

・社会全体としての業務継続体制の構築 ・緊急的な権限委任
・職務代行者の選任 ・参集要員の確保 等
・庁舎の耐震安全化 ・電力の確保 ・通信・情報システムの確保
・物資の備蓄 ・代替庁舎の確保 等

首都直下地震モデル・被害想定手法検討会※

最新の知見を踏まえ、震度分布や津波高、被害想定の
計算手法を検討。
※内閣府に設置

（既存の検討会等）
政府BCP評価等有識者会議（平成26年4月～）
帰宅困難者等対策検討委員会（令和3年11月～）

首都直下地震対策検討WG※
（令和5年12月～令和7年夏頃（予定））
防災対策の進捗状況の確認や被害想定の見直し、新たな防災対策等を検討
※中央防災会議防災対策実行会議の下に設置。

基本計画・
政府BCPの
見直し
(令和7年秋頃
(見込み))
※今後の議論
の過程で変更
があり得る。

＜今後の検討の流れ（予定）＞

首都直下地震対策 被害想定・防災対策の見直し

令和6年能登半島地震に係る検証チームにおいて取りまとめた自主点検レ
ポートや、今後、有識者を交えた検討も踏まえ議論
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①人命救助に重要な７２時間を意識しつつ、緊急輸送ルート、救助、医療、物資、燃料の各分野での
タイムラインと目標行動を設定

②１都３県における巨大過密都市を襲う膨大な被害の様相を踏まえた対応を反映
（例：深刻な道路交通麻痺に対応するための道路啓開及び滞留車両の排除や交通規制、

救助活動拠点の明確化、膨大な傷病者に対応するため「災害拠点病院」機能の最大限の活用
帰宅困難者対応 等）

救助・救急、消火等 物資医療

応援緊急輸送ルート、
防災拠点

帰宅困難者

後
方
支
援

全域：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

一部：茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県、静岡県

【燃料】
◎石油業界の系列を超えた供給体制
の確保。また、緊急輸送ルート上の
中核SS等へ重点継続供給・重要施

設へ要請に基づく優先供給
【電力・ガス】
◎重要施設へ電源車、移動式ガス発

生設備等による臨時供給
【通信】
◎重要施設への通信端末の貸与、移
動基地局車又は可搬型の通信機器

等の展開等による通信の臨時確保

燃料、電力・ガス、通信

◎広域応援部隊の派遣規模（最大値）

○１都３県以外の４３道府県の
警察・消防・自衛隊の派遣（最大値）

・警察  ：約1.4万人
・消防  ：約2.1万人
・自衛隊：約11万人（※） 等

※ １都３県に所在する部隊を含む。

○応援地方整備局等管内の国交省
TEC-FORCEの派遣：約1,940人

◎航空機約320機、船舶約240隻

◎ＤＭＡＴ（登録数1,754チーム）
に対する派遣要請、陸路・空路
参集、ロジ支援、任務付与

◎被災医療機関の継続・回復支
援（人材、物資・燃料供給等）

◎広域医療搬送、地域医療搬送
による重症患者の搬送

◎発災後４～７日に必要な物資
を調達し、被災都県の拠点へ
輸送

・飲料水：23万㎥（１～７日）
・食料：5,300万食
・毛布：16万枚
・乳児用粉（液体）ミルク：20ｔ
・大人/乳幼児おむつ：416万枚
・簡易トイレ等：3,200万回分
・ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ：318万巻
・生理用品：489万枚

◎一斉帰宅の抑制に向けた呼び
かけや施設内等における待機

◎一時滞在施設等の活用

◎帰宅困難者への適切な情報提
供

◎人員・物資の「緊急輸送ルー
ト」を設定、発災時に早期通行
確保

◎各活動のための「防災拠点」を
分野毎に設定、発災時に早期
に確保

混
乱
回
避

【本具体計画のポイント】

首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画の概要
（平成28年３月29日中央防災会議幹事会決定、令和５年５月23日最終改定）

国は、緊急災害対策本部の調整により、被害の全容把握、被災地からの要請を待たず直ちに行動（プッシュ型での支援）

首都直下地震緊急対策区域
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情報共有

情報共有

情報共有

情報共有

首都直下地震における各活動の想定されるタイムライン（イメージ）

情報共有

12H

24H

１日目

上記タイムラインは、防災関係機関による活動の事例として作成したものであり、実際の被災状況により相違があることに留意が必要。

燃料医療救助・救急、消火等緊急輸送ルート

緊急輸送ルー
トの通行可否
状況の集約

緊急点検の実施

順
次
点
検

以降、引き続き
被災地内ルート
の啓開を実施

国
交
緊
対

緊急交通路
指定

通
行
可
路
線
を
必
要
に
応
じ
て
指
定

緊急輸送ルート
の啓開の実施

道
管

警

災対法76条
の6の区間の
指定

道
管

道
管

被災地内部隊の最大動
員、広域応援部隊等の

先遣隊派遣

広域応援部隊等
の編成・出動

航空機・船
による救助
等活動

（孤立者等）

広域応援部隊
等の順次到着、
活動本格化

進
出
・
順
次
到
着活動拠点設定

必要に応じて
継続

病院支援
現場活動
地域医療搬送

被災地内の医療
機能の確保・回復

ＳＣＵ活動
機内活動

災害時石油供給
連携計画の発動

系列BCP・連
携計画によ
る安定供給
体制構築

重点継続供
給の施設指
定、供給体
制の確保

重点継続供給と
優先供給を含む
供給対応を継続

優先供給施設の
特定、要請把握

優先供給施設へ
の

供給開始

製油所・
油槽所、
中核給油
所の稼働
状況確認

燃料輸送・
供給体制
の確保

「首都直下地震
道路啓開計画」
に沿った被災地
内ルートの各方
向上下１車線の
啓開を目標

【防災関係機関】ヘリ、カメラ等を活用した被害状況の概括把握警 消
海
保

道路管理者
による通行
禁止等

被災が軽微な地域か
らの追加的な派遣を
含め活動

道
管

災害緊急事態の布告、緊急災害対策本部の設置、対処基本方針の作成、国民への呼びかけ、政府調査団の派遣

調達物資の輸送開始

物資

プッシュ型支援の
実施決定

物資関係省庁による
調達の開始

広域物資拠点まで
物資を輸送

市区町村、避難所
まで物資を輸送

広域物資
輸送拠点開設

輸送手段の確保

想定時間

発災時間によ
り変化するこ
とに留意 政

府

ＤＭＡＴ出動

ＤＭＡＴの被災地参集、
派遣先都県指示

遠方ＤＭＡＴ
の空路参集
拠点への参集

ＳＣＵ設置

災害拠点病院、ＳＣ
Ｕ等での活動開始

ＪＭＡＴ、日
本赤十字社等
の医療活動

広域医療
搬送開始

空
路

陸
路

厚

厚

厚

都
県

都
県

防

厚

緊
対

県消

48H

４日目
以降

３日目

72H

２日目

都
県

警

消

警 消

防
海
保

防
海
保

都
県

警

消

防
海
保

電力・
ガス

経

経

緊
対

経

臨時供給による
供給対応を継続
導管供給へ順次
切替・停電等解
消

広域支援
スキームの
発動・要請

発電機
車・移動
式ガス発
生設備で
の臨時供
給の順次
開始

発電機車等へ
の燃料供給体
制構築の要請

防
国
交

都
県

国
交

国
交 国

交

進出拠点

民
間

緊
対

経
民
間

経
民
間

通信

重要通信の
確保要請

総

緊
対

厚 消

経 農

都
県

民
間
国
交
民
間
国
交

都
県

総
民
間

通信に支障
がある

重要施設等
の特定開始

重要施設の
通信の臨時確

保開始

臨時確保を継続
施設復旧等による
被災地内の通信の
確保

通信の
空白地域への
臨時確保開始

民
間

民
間

民
間

数量調整
広域物資拠点の
受入れ体制確認

業界との調整
必要数量の確保

通信確保
調整チーム

編成

都
県

輸送調整
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災害廃棄物

仮置場の

確保

災害対策

本部の

設置

道路
啓開

水・食糧

の確保

物資支援

の要請

復興ビジョン
の検討

避難所の
統合・閉鎖

仮置場の
設置と周知

災害廃棄物

処理計画

の策定

災害廃棄物

の処理

災害復旧事業

に関する

災害申請
職員の

安否確認

庁舎の

安全確認

通信確認

応援職員

の要請

行政職員の

健康確保と

心のケア

情報通信の

疎通状況

の確認
応急危険度

判定

他市町村等の

廃棄物処理施設

への応援要請

仮置場の
分別等
の管理

罹災証明書
の交付

電気・水道

・通信等の

復旧

給水の
実施

被害認定調査
の実施

義援金
配分方法
の検討

義援金の
受付

生活資金

の貸付

被災者生活
再建支援金

の周知・受付
住民

ニーズとの
マッチング

社会福祉
協議会との

調整

住民への

広報

マスコミ
への対応

被害状況
の把握

ボランティア
の受入れ

仮設住宅

必要個数の

算出

みなし仮設

の確保

仮設住宅

建設地

の検討 仮設住宅の
マッチング

調整
仮設の
受付

避難所
の開設

避難所への

避難者

受入れ
物資拠点

の確保

在宅避難者
の把握

応援物資の

受入・配布

被災者の
こころ
のケア

要配慮者
の被災状況

の確認

応援職員

の受入

被災者の

ニーズ

把握

避難所の
衛生環境
の確保

救出

救助
救護所
の設置

医療チーム

派遣要請 遺体の

安置・

火葬

医療・福祉
巡回

災害時、市町村で様々な業務が次々と発生

避難所災害対策本部

災害廃棄物

（Ｐ６～Ｐ９）出典：市町村のための人的応援の受入に関する受援計画作成の手引き（内閣府：令和３年６月）を基に作成

0
災害時における市町村の災害対応
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〇 受援体制の必要性や基本的な考え方を示した「地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドラ
イン」を平成２９年３月に策定。

〇 さらに、防災体制に不安を抱えている小規模市町村においても、なるべく負担を少なく受援計画を策定
できるよう「市町村のための人的応援の受入れに関する受援計画作成の手引き」を令和２年４月に策定
(令和３年６月改訂）し、受援体制の整備を促進するよう地方公共団体へ働きかけ。

 大規模災害時、膨大な災害対応業務を地方公共団体単独で実施することは、極めて困難であり、国、
地方公共団体、民間企業、ボランティア団体等からの応援を迅速・的確に受入れて情報共有や各種調
整等を行うための体制（受援体制）を構築することが極めて重要。

 これまで、消防庁と連携し地方公共団体職員向けの研修会等を通じて、受援計画の策定を促してき
たが、受援に関する規定を備えている団体は７割程度（都道府県100%、市町村75.4％）※にとど
まっている。 ※令和5年度消防庁調べ（R5.6時点）

 「令和元年台風第15号・第19号をはじめとした一連の災害に係る検証レポート」（令和２年３月）
で、大規模災害に備え受援体制の整備を一層促進することが必要とされ、令和２年５月の防災基本計
画の修正（※）において明記。

（※）防災基本計画（令和２年５月修正）【抜粋】
第２編 第１章 第６節２(５) 防災関係機関相互の連携体制
○地方公共団体は，国や他の地方公共団体等からの応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や各種調
整等を行うための受援体制の整備に努めるものとする。特に，庁内全体及び各業務担当部署における受援担当
者の選定や応援職員等の執務スペースの確保を行うものとする。

地方公共団体の受援体制整備に関する取組み

経緯・課題
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手
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の

構

成

「市町村のための人的応援の受入れに関する受援計画作成の手引き」について①

概

要

災害時、被災市町村では、短期間に膨大な災害対応業務が発生するため、外部からの応援が不可欠。そのため、応援職員
等を迅速、的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行うための受援体制を整備しておく必要があり、そのための受援計画を
なるべく負担を少なく策定できるよう、計画のひな型も含めた手引きを作成（令和３年６月改訂）。

I 編：災害時の応援・受援に関する基本事項

＜主な内容＞
第１章 受援体制整備の必要性
 災害時、多種多様な業務が膨大に発生し行政機能が低下する
ため、外部からの応援受入れとその体制整備の必要性について
記載

第２章 応援を受入れる上での心構えやポイント
 躊躇しない応援の要請、災害マネジメントの重要性、業務を任せ
きりにしない等の応援を受入れる上での心構えやポイントを記載

第３章 応援の種類
 国や地方公共団体などによる被災市町村に対する様々な応援
の制度や枠組み等を紹介

第４章 受援体制の整備
 庁内全体および各業務の受援担当者の選定や受入れ環境の
確保など、平時に備えておくべき事項を記載

第５章 応援職員等の受入れに関する基本的な流れ
 災害発生時における被災市町村での応援受入れに関する基本
的な業務の流れとその内容を整理

第６章 受援計画の策定
 受援計画を策定する上での注意事項や受援対象業務の選定、
受援シートの作成・活用に対する考え方を記載

第７章 受援計画の実効性の確保
 実効性の高い受援体制を整備できるよう研修・訓練や検証・改
善について記述

災害時の応援・受援に関する基本的な仕組みや考え方を示すとと
もに、事前に準備しておく事項、災害発生時の業務の流れなどを記載。

II 編：受援計画（人的応援の受入れ編）の作成

＜主な内容＞
１．受援計画の目的と位置づけ
 各自治体における、
受援体制・対象業務を明らかにし、
地域防災計画等の関連性を整理

２．受援担当者の選定
 庁内全体の受援担当者、
各業務の受援担当者等を選定し
一覧表を作成

３．受援担当者の役割
 各受援担当者の役割を明確化して整理

４．応援職員等の受入れに関する基本的な流れ
 災害発生時における被災市町村での応援受入れに関する基本
的な業務の流れとその内容を整理

５．受援対象業務と受援シート
 受援対象業務ごとに業務の流れや応援を要請する業務等を示し
た受援シート（次頁参照）を作成するとともに、各受援対象業
務の全体像を時系列で整理

市町村の実態に応じて必要事項を記入することで、Ⅰ編の内容を
織り込んだ受援計画の作成が可能となる『ひな型』。

Ⅲ 編：参考事例
市町村が、受援体制整備を行うにあたって参考となるよう、災害発生時の対応・経験事例や受援体制整備のための取組事例を記載。

受援計画

〇〇市

ひな形
イメージ
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 応援職員等を円滑に受け入れることができるよう、あらかじめ受援対象業務ごとに作成し、応援職員等に要請する
業務や、執務スペース・必要な資機材等を整理しておく。

 災害時に、応援要請や応援職員等が業務を行う際に参照する資料として、また、応援職員等と業務の内容や流
れ等を確認・調整する資料として活用。※必要に応じて受援シートの内容の追加や変更等を行う。

 本手引きでは、災害時の代表的な７つの受援対象業務（※）について例示。
（※）災害マネジメント、避難所運営、支援物資係る業務、災害廃棄物の処理、住家の被害認定調査、罹災証明交付、被災者支援・相談業務

受
援
シ
ー
ト

＜内容＞
１．業務主担当部署
２．業務の概要と流れ
 応援要請を検討する主な業務につい
ては色分け

３．応援要請を検討する主な業務内容
 「２・業務の流れ」の応援を要請する
業務の具体的な内容を記載

４．関係機関・団体等の連絡先
 業務に関連する応援要請先等を記
載

５．応援職員等の執務スペース
 屋内の執務場所や活動現場を記載

６．応援職員等の要請人数の考え方
 要請人数の見積もり方などを記載

７．必要な資機材等
 業務に必要になる資機材、応援職員
に持参してもらう資機材などを記載

８．指針・手引き等
 業務に関する指針や手引き、計画等
を記載

「市町村のための人的応援の受入れに関する受援計画作成の手引き」の概要②

＜受援シートの例＞
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